（様式第１-１号）補助事業計画書
	（フリガナ）
名称（商号又は屋号）
	

	法人番号（13桁）
※個人事業主は記載不要
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	現在事業を行っている事業所の住所
	（〒　　　-　　　　）


	補助事業を実施する
事業所の住所
	（〒　　　-　　　　）


	自社ホームページ
※無い場合は記載不要
	

	※以下のいずれかのチェックを入れてください。

	中小企業者【補助率１/２以内】
	小規模事業者【補助率２/３以内】

	業種
	資本金の額
又は
出資の総額
	常時使用する従業員の数
	業種
	常時使用する
従業員の数

	□
	①製造業
	３億円以下
	300人以下
	□
	①製造業
	20人以下

	□
	②建設業
	
	
	□
	②建設業
	

	□
	③運輸業
	
	
	□
	③運輸業
	

	□
	④その他の業種
（⑤～⑩を除く）
	
	
	□
	④その他業種
（⑤～⑩を除く）
	

	□
	⑤卸売業
	１億円以下
	100人以下
	□
	⑤卸売業
	５人以下

	□
	⑥サービス業
（⑨,⑩を除く）
	5,000万円
以下
	100人以下
	□
	⑥サービス業
（⑨,⑩を除く）
	

	□
	⑦小売業・飲食店
	5,000万円
以下
	50人以下
	□
	⑦小売業・飲食店
	

	□
	⑧ゴム製品製造業
	３億円以下
	900人以下
	□
	⑧ゴム製品製造業
	20人以下

	□
	⑨ソフトウェア業、情報処理サービス業
	３億円以下
	300人以下
	□
	⑨ソフトウェア業、情報処理サービス業
	５人以下

	□
	⑩旅館業
	5000万円
以下
	200人以下
	□
	⑩宿泊業、娯楽業
	20人以下

	常時使用する
従業員の数
	人
	設立年月日
（西暦）
	

	資本金の額
	千円
	

	担当者
	（フリガナ）
氏名
	
	役職
	

	
	住所
	

	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	メールアドレス
	

	ひょうご産業SDGs
推進宣言事業の登録
	有 □
	登録日
	無 □
	「有」の場合は、登録証の写しを提出してください。

	ひょうご産業SDGs
認証事業の登録
	有 □
	登録日
	無 □
	「有」の場合は、認証書の写しを提出してください。

	パートナーシップ
構築宣言の実施
	有 □
	宣言日
	無 □
	「有」の場合は、宣言文の写しを提出してください。

	他の補助金の
申請状況
	有 □
	補助金名
※申請予定を含みます。
	無 □


※商号又は屋号（法人番号含む）は交付決定がなされた場合、公表することがあります。

























	１　現在の事業内容について
　※現在、自社の商品や製品、サービスの具体的な内容と、それを誰にどのように提供しているのか、具体的に記載してください。

	

	２　自社の強み
　※競合他社と比較して、自社の優れている（ノウハウ、経営資源、技術力等）について、具体的に記載してください。

	

	３　自社の弱み
　※競合他社と比較して、自社の劣っている点（ノウハウ、経営資源、技術力等）について、具体的に記載してください。また、自社が直面している環境（機会や脅威）

	

	４　本補助事業の実施の必要性
※２と３を踏まえて、今回の設備等の導入に至った背景や必要性について具体的に記載してください。

	

	５　導入する設備等の概要について
　※導入する設備等の内容（製品名、性能・スペック等）について、具体的に記載してください。

	

	６　設備等の導入によって期待される効果
　※設備等の導入がどのように収益力の向上につながるか具体的に記載してください（可能な限り数値を用いてください）。

	


７　経費予算書
	補助対象経費名
	金額（税抜）
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	




	


の千円未満を切り捨てた額＝






〔中小企業者の場合〕×１/２＝　　　　　　　　　　←補助金申請額
	





〔小規模事業者の場合〕×２/３＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←補助金申請額
	















８　役員一覧

◆　本補助金の申請を行う者が
　・個　　人　　の　　場　　合：本人を記載すること
　・法人その他の団体である場合：その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準じる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に関与している者又は当団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者をいう。）を記載すること
　　　　　　　　　　　　　　　　※当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者については、本補助金の申請に関する権限又は執行に関する契約を締結する権限を委任されている場合を除き省略することができます。
 例

	役職名
	（フリガナ）
氏名
	生年月日
（和暦）
	性別
	住所

	代表取締役
	兵庫 (ヒョウゴ)　太郎 (タロウ)
	S50.１.１
	男
	神戸市中央区下山手通５丁目10番１号

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



